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地域交通の現状

路線の休廃止 運転手※の不足

（タクシー）

デジタル化の遅れ

将来の人口増減状況
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「DXの取組を実施している」と

回答した企業の割合
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中小零細事業者が多いバス・タクシー産業

（出典）「TAXI TODAY in Japan 2024」
（全国ハイヤー・タクシー連合会）より

国土交通省作成

経営状況の悪化
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（出典）「未来予測2040 労働供給制約社会がやってくる」（リクルートワークス研究所）より

※輸送・機械運転・運搬
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乗合バス（左軸） 鉄軌道（右軸）

H20年度→R5年度

バス廃止キロ数：約23,193km

鉄軌道廃止キロ数：約625.1km

（単位：km）

2040年：99.8万人不足

2030年：37.9万人不足

（バス）

（出典）「自動車輸送統計年報」、「鉄道統計年報」より国土交通省総合政策局作成 （出典）国土交通省物流・自動車局・鉄道局公表資料より国土交通省
総合政策局作成

（出典）国土交通省鉄道局調べ、国土交通省物流・自動車局調べ
（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済への

インパクトに関する調査研究」から国土交通省作成

（出典）「2022年度版 日本のバス事
業」

（公益社団法人日本バス協会）より
国土交通省作成

・2050年には全国の約半数の地域で
人口が50%以上減少（2015年対比）

（出典）総務省「平成27年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の
地域別将来推計人口（平成30年統計）」等をもとに国土交通省作成

利用者の減少

自治体が必要としている支援策

「交通空白」の解消にあたり、
自治体が必要としている支援策を調査票により集計（R7.4）

・予算面の支援

・制度に係る情報や知見の提供

・担当者のマンパワー不足に対する支援

74.1％

51.9％

40.5％

・体制の構築

（広域調整・担い手づくり等）

・民間の技術・サービスに係る情報

・事業者との調整にあたっての橋渡し

38.6％

33.2％

25.8％

（令和５年
度）



国土交通省「交通空白」解消本部について

五 地方を守る （地方創生）
「地方こそ成長の主役」です。地方創生をめぐる、これまでの成果と反省を活かし、地方創生
2.0として再起動させます。
～略～

地域交通は地方創生の基盤です。全国で「交通空白」の解消に向け、移動の
足の確保を強力に進めます。

石破内閣総理大臣所信表明演説
（令和６年10月４日・抜粋）

公共ライドシェア日本版ライドシェア 乗合タクシー 許可・登録を要しない輸送

① 「地域の足対策」と「観光の足対策」
○ 地域の足対策

全国の自治体において、タクシー、乗合タクシー、日本版ライドシェア、公共ライドシェア等（以下、タクシー等という）を地域住民が利用できる状態を目指す。

○ 観光の足対策
主要交通結節点（主要駅、空港等）において、タクシー等を来訪者が利用できる状態を目指す。

② 「日本版ライドシェア」や「公共ライドシェア」のバージョンアップと全国普及

取組内容

開催状況
R6.7.17 第１回「交通空白」解消本部

R6.8.7 第１回「交通空白」解消本部 幹事会

R6.9.4 第２回「交通空白」解消本部

R6.10.30 第２回「交通空白」解消本部 幹事会

R6.12.11 第３回「交通空白」解消本部

R7.2.25 第３回「交通空白」解消本部 幹事会

R7.4.24 第４回「交通空白」解消本部 幹事会

R7.5.30 第４回「交通空白」解消本部

R7.9.10 第５回「交通空白」解消本部 幹事会

R6.11.25 「交通空白」解消・官民連携プラットフォーム第１回会合

都道府県や交通関係者のほか、商業・農業、エネルギー、金融・保険、福祉、教育、
観光など多様な分野の関係者、また、大企業からスタートアップまで幅広い関係者が参
画し、発足時点で計167者が参画。
※同日より、市町村、交通事業者、パートナー企業等の公募を開始。

国土交通省「交通空白」解消本部（本部長：国土交通大臣）

「交通空白」解消のツール（例）

AIオンデマンド

R7.3.19  「交通空白」解消・官民連携プラットフォーム第２回会合
プラットフォームに参画する自治体、交通事業者、団体、パートナー企業等1,024団体
（うち自治体:686）を集め、第2回会合を開催。好事例や40者以上の企業等のPR
を、東京・大手町から全国各地へ配信。推進体制を大きく充実させて本格スタート。

ローカル鉄道 バス 乗用タクシー
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「交通空白」
解消本部

(R6年7月17日設置)

地方運輸局・運輸支局による
自治体、交通事業者への伴走支援

「交通空白」解消・
官民連携

プラットフォーム
(R6年11月25日発足)

解消本部と官民連携プラットフォームを両輪として、
「交通空白」の解消に向けた取り組みを強力に推進

お困りごとを抱える自治体、交通事業者と、
幅広い分野の企業・団体群の連携・協働体制

R6/11/25 第１回会合
（約500名が参加）

首長への訪問
（鳥取県米子市）

都道府県との連携

（奈良県主催の勉強会）

交通事業者への働きかけ

（山口県タクシー協会）

603 の首長への訪問 26 の都道府県との連携 1318 の交通事業者への働きかけ
★プラットフォーム会員（R7.5.20時点）計1166者

①745市町村・47都道府県、②交通関係104団体

③70団体、④パートナー企業200

→ 今後も随時募集

第３回「交通空白」解消本部時点で、「空白等」（※）とされていた622市町村が24市町村まで減少する等

全国の自治体に、公共ライドシェア・日本版ライドシェア、乗合タクシー等
「交通空白」解消のツールが着実に浸透

※令和６年５月調査時点で公共・日本版RS未着手の自治体（一部調査未回答含む）

「交通空白」解消に向けたこれまでの取組と今後の対応

集中対策期間(令和7～9年度)の対応

のもと、

⚫ リストアップされた個々の「交通空白」（地区単位※）について、解消に向けた道筋を定める

⚫ 「交通空白」解消に向けた持続可能な体制づくりを推進する

これまでの取組は、公共RS・日本版RS等に全く未着手の自治体にツールを導入
する段階にあり、全国の「交通空白」ひとつひとつの解消は緒に就いたばかり

「交通空白」解消に向けた取組方針2025 

※○○市●●地区、▲▲地区
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「交通空白解消・集中対策期間」における取組方針

国による総合的な後押し

集中対策期間（令和７～９年度）において、全国の「交通空白」解消に早急に取り組むとともに、集中対策期間後も見据え、加速する
人口減少・高齢化への対応やインバウンドの地方誘客に向け、今後発生する「交通空白」への対応のほか、「交通空白」を発生させない先
手先手の対応に向け、自治体等における「交通空白」解消に向けた持続可能な体制づくりを推進する。

(１)目の前の「交通空白」への対応 (２)「交通空白」解消に向けた
            持続可能な体制づくり

「交通空白」解消・官民
連携プラットフォーム

民間の技術・サービス、マッチング・
交流の場、パイロット・プロジェクト

新たな制度的枠組み
の構築

共同化・協業化、自治体の体制強
化、観光の足とのハイブリッド化 等

地方運輸局等による
首長訪問・事業者との
橋渡し・伴走支援

制度・事例等に係る
情報・知見の提供

ガイダンス、ポータルサイト、カタログ

実証・実装等に向けた
十分な財政支援

基
本
目
標

3か年で300市町村を創出
 ※都道府県ごとにモデル地域（1市町村以上）を創出

共
同
化
目
標

3か年で100件
(自治体又は事業者)を創出

都
道
府
県
目
標

取組の
共同化・協業化

市町村の
牽引・伴走支援

3か年の間に
全都道府県で実施

観
光
の
足

「地域の足」×「観光の足」の総合的な確保（ハイブリッド化）も推進

約2,000地区のすべてで
「交通空白」解消に目途

実施中 約1,500地区

準備中 約500地区

※加えて、

未然防止が必要な地区(要モニタリング地区)：約1,600地区については、
「交通空白」に陥らないよう、各都道府県と連携し、運輸局等による首長
訪問・伴走支援等をすべての地区で重点的かつ継続的に実施することで、
当該地区を地域公共交通計画へ位置づけ、先手先手で対応

約460地点のすべてで

「交通空白」解消に目途

地方創生の基盤

機動的・横断的な
体制

良い戦略

ノウハウの蓄積

事業者・実施団体
の強靭化

※加えて、

未然防止が必要な地点(要モニタリング地点)：約150地点については、
「交通空白」に陥らないよう、課題の可視化や地域における取組の実施・
準備の進展に向けて、関係者による協議の場の立ち上げや伴走支援等
を重点的に実施するなど、先手先手で対応

「交通空白解消・集中対策期間」における取組方針（概要）

集中対策期間後

集中対策期間後

地域交通法に基づく協議会・計画のアップデート等をさらに加速

「交通空白」

462地点
早急に要対策

(252)

要対策(210)

現状

5

地
域
の
足

「交通空白」人口：14,077千人
「交通空白」面積：94,212㎢

「交通空白」

2,057地区
実施中(548)

準備中(854)

検討中(655)

現状



「交通空白」解消に向けた取組方針 2025 （抜粋）

①地方運輸局等による首長訪問・事業者との
 橋渡し・伴走支援

②制度・事例等に係る情報・知見の提供

③実証・実装等に向けた十分な財政支援

④「交通空白」解消・官民連携プラットフォーム
における取組の推進

⑤共同化・協業化、自治体の体制強化等を
図るための新たな制度的枠組みの構築

「交通空白」解消に向けた取組方針 2025
（R7.5.30 第４回 国土交通省「交通空白」解消本部において策定）

集中対策期間における国による総合的な後押し

単独の事業者、特定の産業、単独の自治体といった
単位では、実効性のある持続可能な「交通空白」解
消の取組の実現は容易ではない。 
このため、複数の主体による共同化・協業化を通じた
交通サービスの提供を促進するとともに、自治体の司令
塔機能を補完・強化するため、市町村等が先導する事
業者・産業・自治体の壁を超えた連携・協働（モビリ
ティ・パートナーシップ・プログラム）による輸送サービ
スの共同化・協業化、市町村等の地域交通関係事務
を補完・代替する主体の構築、モビリティデータの活用、
「地域の足」・「観光の足」の総合的な確保等を促進す
るための新たな制度的枠組みの構築を検討し、できるだ
け早期の実現を図る。
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令和７年度第１回（第24回）交通政策審議会交通体系分科会
地域公共交通部会 資料（抜粋）
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地域公共交通部会での検討状況

（１）共同化・協業化の推進

（２）地方公共団体を支援する外部組織の活用

（３）公共ライドシェアの実施主体

（４）データの利活用

（５）法定協議会の運営

（６）観光需要を踏まえた相乗効果の発揮

※あくまで（素案）のため、今後の部会での検討状況により、変更の可能性あり

＜R7.9.29現在＞
交通政策審議会 交通体系分科会 地域公共交通部会 中間とりまとめ（素案） 抜粋

制度的枠組みの方向性

①交通事業者の共同化
・車両・システム調達の共同化
・運転者、運行管理、整備管理の共同化 等

②自治体の共同化
・複数の市町村による地域旅客運送サービスの共同実施
・広域自治体による地域旅客運送サービスの実施 等

③交通事業者以外の関係者との共同化（輸送資源のフル活用）

・バスや公共ライドシェアのサービスと、施設利用ニーズを
一体的に捉えて、路線・サービスを統合するアプローチ 等

9



スライドタイトル
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四国における共同化・協業化の事例（タクシー配車アプリ「香川Taxi」）

〇高松市内の事業者が連携し、香川県内で使える独自の地域アプリを新規導入
〇R7.4～ 高松交通圏の法人15社（249両）、個人（８両）、計257両で本格運用開始
〇香川県内で対応エリア・対応車両拡大中
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四国における共同化・協業化の事例（タクシー配車アプリ「香川Taxi」）
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「交通空白」の解消等に向けた地域交通のリ・デザインの全面展開
（令和８年度予算概算要求案）

○ 運転者等の担い手不足等に起因して、減便・廃線等が相次ぐ中、地域の実情に応じた形で移動手段を確保し、持続可能性を担保していくことは喫緊の課題。

○ 判明した全国約2,500の「交通空白」について、「取組方針2025」に基づき集中対策期間（R7～9）での解消を図るため、地域の実情に応じてデマンド交通や公共ライド
シェア等の移動手段の導入に加え、新たな制度的枠組みの構築と併せて、複数の自治体や交通事業者等の共同化・協業化等の地域における体制強化を強力に推進し、地域
交通の「リ・デザイン」を全国に展開することで、持続可能な地域交通の実現を図る。

令和８年度予算概算要求額
・地域公共交通確保維持改善事業等 ２６９億円（２０９億円 1.29倍）
・社会資本整備総合交付金（地域交通関係）     5,862億円の内数（4,874億円の内数）

・訪日外国人旅行者受入環境整備 9億円の内数    （7億円の内数）

■ 集中対策期間における「交通空白」解消

➢ 都道府県の先導、多様な主体の連携・協働によるものも
含め、デマンド交通・公共ライドシェア等の移動手段確保
を総合的に後押し

    （調査・計画策定・合意形成、車両・システム・運行費等の支援）

「取組方針2025」に基づいた「交通空白」の集中的解消

■生活の基盤となる地域公共交通の維持確保等
➢ 離島航路、離島航空路、幹線・地域内フィーダー系統の運行費等に対する支援

➢ バリアフリー対応車両導入や施設整備等、公共交通機関のバリアフリー化支援

➢ 地域鉄道における安全対策

➢ 安全に問題があるバス停の移設等

■ 共同化・協業化による地域交通の持続可能性確保

➢ 交通サービス提供に当たって複数の自治体、交通事業者等
の共同化・協業化を後押し

 （運転者や車両等の輸送資源を共同化してサービスを提供する場合における調
査、合意形成、団体の立ち上げ、車両・システム・運行費等への支援）

地域公共交通の維持・確保等

共同化・協業化等の自治体・事業者の体制強化

■ ローカル鉄道再構築
 （再構築に向けた協議の場の設置、調査・実証事業を支援）

■ 地域公共交通再構築（社会資本整備総合交付金）
 （地域交通ネットワーク再構築に必要なバス・鉄道施設整備支援）

訪日外国人旅行者6,000万人に向けた「観光の足」の確保

複数事業者による
共同化

➢ 「『交通空白』解消・官民連携プラットフォーム」
パイロット・プロジェクト推進

 （官民連携、地域間連携、モード間連携の広域的解決モデルを横展開）

➢  交通分野における人材確保支援
 （2種免許取得、採用活動等、人材確保を支援）

■ 地域公共交通計画・協議会のアップデート等への支援

➢ 「交通空白」解消に向けた実態把握・モビリティデータの利活用や、共同化・協業化
等に必要となる地域公共交通計画の策定・変更 への支援

➢ 共同化してサービスを提供するための事業計画策定 等への支援

■ 財政投融資（共同化・協業化、DX・GX投資への出融資）

※ 新たな制度的枠組みの構築を併せて実施

自動運転の事業化促進など地域交通の生産性向上等の推進

■ 自動運転の事業化に向けた重点支援

■ 地域交通DXによる生産性等の向上
（システム標準化の推進、キャッシュレス決済の導入等支援）

■ EV車両・自動運転車両等の先進車両導入支援
自動運転バス

■ 訪日外国人旅行者受入環境整備（観光庁予算）

➢ 公共/日本版ライドシェア等活用による観光地の二次交通の高度化

➢ 乗場・待合環境整備等の二次交通へのアクセスの円滑化

➢ 多言語対応、キャッシュレス決済の普及や、観光車両導入等の公共交通機関に
おける受入環境整備

➢ 自治体等を核とした地域交通の連携体制強化
    （地域公共交通計画の検討、関係事業者との連携、移動手段の提供等の自治体

が担うべき機能を補完・強化する団体の立ち上げ、人材育成、運営等への支援)

➢ 事業者・他分野連携によるMaaS等の高度サービス実装支援
公共ライドシェア

新造車両・ICカードの導
入

ハイブリッド気動車イメージ

16


	スライド 1: 「交通空白」解消に向けた 共同化・協業化等の取組について
	スライド 2: 地域交通の現状
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6: 「交通空白」解消に向けた取組方針 2025 （抜粋）
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9: 地域公共交通部会での検討状況
	スライド 10: スライドタイトル
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14: 四国における共同化・協業化の事例（タクシー配車アプリ「香川Taxi」）
	スライド 15: 四国における共同化・協業化の事例（タクシー配車アプリ「香川Taxi」）
	スライド 16: 「交通空白」の解消等に向けた地域交通のリ・デザインの全面展開 （令和８年度予算概算要求案）

